




















On Discussions about “numerus clausus” of the private 
lawyers in Germany






































侯Friedrich Wilhelm von Brandenburg （1620-1688：在位1640-
1688）がプロクラトールの数に厳しい上限を定めるなどして厳し
い施策を講じた 2 。粗暴で兵隊王とも呼ばれたプロイセン王フ




　フリードリヒ 2 世Friedrich II.（1712-1786：在位1740-1786）も
司法改革に積極的であった。彼の下で司法大臣となったカルマー
Johann Heinrich Casimir von Carmer （1720-1801）は、1780年 4
月14日の官房令 4 およびその理念を引き継いだ実質的な民事訴訟


























裁判所法』Allgemeine Gerichtsordnung für die Preußischen Staa- 

















































bei dem im Antrage bezeichneten Gerichte darf wegen man- 
gelnden Bedürfnisses zur Vemehrung der Zahl der bei demsel-















































































































































































































































































































































































































































が認められた後、1933年 2 月 8 日、DAVの代表たちは司法大臣
に「弁護士認可停止法」Anwaltssperrgesetzの草案を手渡した。
それはヒトラー内閣が成立した1933年 1 月30日直後のことであ















が、1934年12月20日の『弁護士法改正第 1 法律』Erstes Gesetz 
zur Änderung der Rechtsanwaltsordnung vom 20. 12. 1934の制
定である。この法律は、緊急措置として住人15万人以上の大都市
の裁判所管区への弁護士の流入を禁止するものであった62。
　1935年12月13日の『弁護士法改正第 2 法律』Zweites Gesetz zur 
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